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　今日，欧州で事業活動を展開する企業にとり，国境を越えての（Cross bor-
der）事業活動は，当然のことと考えられている。しかしながら，EUおよび同
加盟国の会社法制は，これらの企業の動向に十分には応えることができていな
いというのが実態ではなかろうか。しかも，これらの事業活動の動きは大規模
企業だけのものではない。中小規模の企業や合弁会社のように人的要素が強く，
それ故に閉鎖的企業（＊１）といわれる企業にとっても，欧州における事業活動
がCross borderに及んできているという現実も無視することはできないとい
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える。
　このような状況のもとで，2001年，欧州会社規則が制定された。EUという
単一かつ統一市場において，“欧州会社（European Company またはSocietas
Europea）”が欧州共通の会社形態として登場することになったのである。し
かしながら，拙稿（＊２）の中で既に論述したように，過去長期間にわたる議論
は，欧州会社という会社形態については，特に中小規模企業（＊３）または閉鎖
的企業による国境を越えた合併や企業の再編等の場合に適用することが難しい
幾つかの重要な問題点も内在していることを示唆するものとなっている。
　欧州共通の会社形態に関しては，英国のクリストファー・ボビス教授の分
析も注目される。同教授は，1970年代に始まった欧州域内での国境を越えた
企業の再編・移動を容易にしている仕組みに言及しながら，既にＥＵの法制
に盛り込まれている考え方，とくに後述するEEIG（European Economics　
Interest Group）の概念について検討・分析を展開している。EEIGは，欧州
会社構想とともに欧州企業の要請をかなえるべく制定された会社形態（組合的
な形態ともいえる）であると考えられてきた。
　このような状況下，欧州の会社法専門家グループも現状をより深く認識
し，中小規模企業または閉鎖的企業にとり簡便で利用し易い欧州共通の会社
形態とは何かという課題を探求し，それらの構想を法制化させるための努力
を続けてきた。2002年11月に公表された欧州会社法制の専門家グループに
よるHLGレポート（Report of the High Level Group of Company Law　
Experts）に含まれた提言および同提言を受ける形で2003年５月に公表された
欧州委員会通達（“ＥＵにおける会社法の現代化とコーポレート・ガバナンス
の高揚－前進のための計画”と題される欧州委員会通達）の中で示されている
EPC(European Private CompanyまたはSocietas Privata Europaea）構想に
ついての指針および指針に至る過程に関する考え方も十分な検討・分析が求め
られる見解であると思われる。
　本稿は，これらの先行的な見解や経緯を検証することを通して，特に，比較         
的規模の小さな企業，または合弁会社等の閉鎖的会社の形態に関して，例えば，
日本企業が欧州で現地資本側と合弁会社を設立する場合，またはEU域内で自
社の子会社グループの再編をおこなう場合等を想定したとき，より効果的な活
用が期待し得るEU共通の会社形態はどのようなものなのかということに焦点
を絞って検討および分析をおこなうものである。そして同時に，欧州の今後の
共通会社形態のあり方についての一定の展望を与えるべきものとしたい。
㧞ޓ᰷Ꮊળ␠㧔㪜㫌㫉㫆㫇㪼㪸㫅㩷㪚㫆㫄㫇㪸㫅㫐߹ߚߪ㪪㫆㪺㫀㪼㫋㪸㫊㩷㪜㫌㫉㫆㫇㪼㪸㧕ᵴ↪ߩ㒢⇇
㧔㧝㧕᰷Ꮊળ␠ߩ᭎ᔨ
　欧州会社の構想と議論の過程を簡単に辿ってみたい。欧州会社は，EUの会
社法関係者にとって長年の懸案事項であった。しかし同時に，その実現には，
多くの乗り越えねばならない障壁が存在し，その実現は“見果てぬ夢”である
と考えられてきたのである（＊４）。その流れを変えたのは2000年12月にフラン
スのニースで開催されたEU首脳会議であった。同会議は約30年にわたる欧
州会社構想に関する議論の集大成として，法案の基本的な枠組みについて合意
に達したのである。この合意に基づき，EU域内全域を事業活動の基盤とする
企業に関する欧州会社制度は，いくつかの課題を抱えながらも欧州会社規則
（Council Regulation(EC）No.2157/2001）として2001年10月に成立した（＊５）。
同会社規則により，EU域内の企業は国境を超えて合併を実施することが容易
になるとともに，企業の本社を他のEU加盟国に移転することも可能になった
の（＊６）である。また，何よりも，その言葉が意味しているように“欧州会社”
という法人格のもとで（ドイツ国法人，フランス国法人，英国法人等の各加盟
国単独の法人格ではなく）Doing Businessをおこなうことができるようになっ
たのである。
　欧州会社規則は，原則として，会社法に含まれる規定のうち限定された条項
の履行（各加盟国会社法を調整する形）を要請する内容となっているが，重要
な条項については，各加盟国（本社所在地国）の会社法の規定に留保されると         
いう形態をとっている。それ故に，同規則は，真の意味で野心的な企てではな
いとの批判もある。しかしながら，この制度の成立は下記の理由により重要な
ものであるといえる（＊７）。すなわち：
①　欧州会社は EU各加盟国間の心理的障壁を打ち破り，欧州的展望を生み出
す機関（会社形態）となり得る。すなわち，従来，各加盟国の国内法に基
づき設立された企業が当該加盟国以外の加盟国で事業をおこなう場合，こ
れらの“国外事業の活動”は外国の事業活動とされてきた概念を突き崩す
ことになる。
②　欧州会社規則は，EU加盟国間で大きな議論となった従業員の経営参加に
関する指令を同規則に伴う形（一体をなす法令として）で制定している。
この従業員の経営参加が EUの社会憲章において高い優先度が与えられて
いる問題であることを考えれば同規則は大きな意味がある。
③　欧州会社の出現は，EU各加盟国の会社法の規定を見直し，または企業行
動に関する幾つかの規定の廃止に繋がる契機となったとみる人々も多い。
このような背景にたち，欧州会社に適用される会社法のルールは，以下の様
な構成となっている。重要なポイントは，欧州会社規則と各加盟国の会社法規
定との適用に関する優先性の問題である。すなわち，①会社の統治機構の構成，
情報公開，監査役（Auditor）の任命，合併分割，社会福祉に関する会計（但し，
年金，退職金等の実質については EU各各盟国の法律の規定による）等の欧州
会社規則が規定を有している項目については，欧州会社規則の規定によるとさ
れる。次に，②同規則が明確に授権している場合およびその限りにおいて，当
該欧州会社の定款等設立関係書類の規定によるものとされる。また，③同規則
に包含されていない項目または，同規則で部分的にしか規定されていない場合
においては，規定されていない部分について，欧州会社が設立されている（そ
の本社所在地）国の商法または会社法の規定による（＊８）とされる。
上述したように，欧州会社規則の適用は全面的かつ包括的なものとは言い難
く，限定的な部分を残すものではある。しかしながら，概論的にいえば，欧州         
全域を事業活動の場とする企業にとり，“欧州企業としての利点”を付与する
ものとなっていると考えられる。
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　一方では，欧州会社は，特に中小規模企業または合弁会社等の閉鎖的企業に
とり“使いにくい”会社形態であるとの批評が為されることも多い。このこと
はどのような問題点があるからなのであろうか。
　第一のポイントは，当事者による裁量の余地が少ないことにあると考えられ
る。上述した如く，本来，定款等の会社設立契約書類に委ねられる事項も限定
されており，その意味において定款自治（当事者による私的自治）の適用も限
定的にならざるを得ないといえる。
　第二のポイントは，欧州会社形態を利用するにあたっては，上述したように，
相当程度，対象となる会社の本社所在地国の会社法に基づくこと（とくに実務的
手続き）となるが，費用，手続き等に関してより簡便な方式を望む声が多い（＊９）
といわれている。
　第三のポイントとしては，欧州会社の設立には，2加盟国以上に跨る企業の
存在が必要となることである。すなわち，欧州会社の設立は下記の形態による
ものとされる。（Ａ）合併により異なる２加盟国以上の国にある公開会社（Public
　Limited Company―ＰＬＣ）が合併することにより設立されるもの，（Ｂ）
持株会社を異にする２つ以上の加盟国のＰＬＣ又は，非公開会社による持株会
社の設立によるもの，（Ｃ）子会社創設によるもの，すなわち，上記の会社が
子会社を設立することにより欧州会社を設置するもの，更に，（Ｄ）組織再編
により，他の加盟国に子会社を有して（少なくとも２年間）いるＰＬＣが，そ
の組織を変更することにより欧州会社を設立するものとされる（＊10）。
　このように，個人企業等の閉鎖的な企業（＊11）が，国境を越えて事業を展開
する場合や非公開企業同士による合併等に欧州会社を利用することは，実務的
には，多くの問題点を抱えているといえる。         
　このことを一般的に要約して言えば，欧州会社の仕組みやその運用は，私的
自治が大幅に許される中小規模または閉鎖的な会社形態よりは大規模な企業
（多くは公開会社（＊12））に適しているという点にある。
　更に，欧州会社構想の合意を長引かせてきた要因に関連するものとして以下
の点も重要である。すなわち，欧州会社の従業員の統治機構への参加について
は，欧州会社規則と同時に採択された欧州会社における従業員経営参加に関す
る指令（Directive2001/86(＊13））によるものとされるが，欧州会社の企業形態が，
従業員への情報提供，協議および経営参加等の労使協議制に対する“脱法装置”
に使われる可能性がある（＊14）との一部加盟国からの批評は欧州会社制度に対
する本質的な問題点の指摘ともみることができる。
　また，欧州会社の統治機構の構成についても議論がある。欧州企業の統治
機構については，よく知られている様に，その代表的な機関である取締役会
の構造に関し，英国の一元制（One Tier Board model）による取締役会モデ
ル（＊15）とドイツを中心とする二元制機構（Two Tier Board model）（業務執
行機能をもつ取締役会と非業務執行の監査・監督機能を有する監査役会から構
成される）（＊16）の統治機関という制度上の相違があるといわれる。これは，
ドイツ企業と英国企業に関する歴史的な相違に由来する部分が大きな理由とい
われるが，従業員の経営関与を（一定の制約条件はあるが（＊17））認めるドイ
ツの監査役会制度とこれを経営権への関与または介入として容認しない英国の
統治機構の考え方との相違も根底にあるとも考えられる。別稿（＊18）でも触れ
たように，EU加盟国間の会社法の調整過程で，統治機構の構造については，
1983年に発表された会社法第5次指令案（＊19）により，各加盟国が，統治機構
について，一元制を採用するか二元制を導入するかは，原則的には，自由に選
択できるとされ，また各加盟国の法制の枠組みを超えてEU全域を適用範囲と
することを目指す欧州会社の法制も，当該企業の本社所在地国の会社法制に
基づくことを原則としている（＊20）。一方，本稿冒頭の“はじめに”の部分で
述べたように，HLGレポートを受けてのEU委員会通達も，企業統治行動計画         
として，後述のように，企業統治の必要に応じ，上場企業に一元制または二元
制モデルについての選択権を与えるべきであるとしている点に留意しなければ
ならない。いずれにせよ，EUで活動する企業にとり，EU域内のどの加盟国に
本社を設置するのかという点が当該企業の統治機構のあり方に大きく影響する
（最終的には，当該本社設置国の法制に従うという意味で）ことになるといえる。
　ボビス教授は，欧州会社の統治機構のあり方について，次のように述べてい
る（＊21）。欧州会社が二元制の統治機構を有する場合，監査役会（Supervisory-
Board）による事前承認の仕組みは，取締役会の地位と権限を弱めるものであ
る。一方，一元制の場合（取締役会は執行取締役と非執行取締役により構成さ
れ，監査機能は非執行取締役が担う）には，取締役会は比較的強い地位を持つ
こととなる”（＊22）。これは，ボビス教授自身が英国出身であることにも関係
（英国の会社の取締役会は一元制（One Tier Board model）を採用している）
している面もあるが，企業経営の迅速性を重視するとき，二層構造（Two Tier
Board model）の統治機構のあり方に疑問を呈しているとみることもできる。
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　EEIG（European Interest Economic Group）の概念は1970年代に遡るこ
とができる。その基本的な発想は企業間の協力（Co－operation）という形態
と企業統合（Integration）との間に於ける中間的な企業形態を模索する中か
ら生まれてきた概念といわれている（＊23）。とくに，これらの形態はフランス
のGroupement d’ Interet Economique－EDIE（＊24）に由来するものとされ
ている。ボビス教授によれば，欧州委員会がこれらの形態を積極的に推し進め
ようとした背景として，米国および日本企業との厳しい国際競争において欧州
企業側が有利な立場で事業展開するためには，欧州域内での企業間のより緊密
な連携が必要であり，企業形態もそれに相応しい仕組みが必要であったと論
述している（＊25）。このような背景に基づき，欧州委員会は，フランスの概念         
（EDIE）を発展させた企業概念としてEEIGの提案を纏めるに至った。欧州委
員会提案は1973年12月にEU閣僚理事会に提案されたのである。
　これらの動きが進められてきた別の背景として，EU加盟国間に跨る企業の
合併に関して様々な障害が存在しているとの指摘がある。これらの問題点を如
何に克服していくのかという議論の過程で，合併に至る前段階の企業形態の試
みとしてEEIGの形態が注目されたのである（＊26）。すなわち，EEIGは，企
業同士がまだ合併をおこなうまでには至らない組織提携であるが，国境を越え
ての提携を容易にする“中間的な会社形態”として使用されることが想定され
ていたといえる。
　EEIGは，1985年７月25日制定された規則（Regulation（EEC）2137/85
OJ 1985L 199/10）に基づき制度化されたものであるが，全てのEU加盟国が
国内法により最終的に同規則を実施に移したのは1989年7月１日であった。
EEIGは，EC設立条約232条（現行308条）に基づく準パートナー・シップ
（Quasi－Partnership）として組織されるものであり，EEIGを構成するメン
バーから独立した法人格が与えられるべきものと理解されている（＊27）。とい
うのは，EEIG Regulation自体はEEIGに法人格を付与する旨の規定を置いて
いない（同規則第40条）が，EU各加盟国は国内法により法人格を付与するこ
とができるとされ，一般的には，付与されている場合が多い（＊28）とされる。
　EEIGの制度の特質として以下の点が指摘されている。すなわち，①その主
要な目的は利益を追求することではない（非営利性）とされ，②その構成員は
EU各加盟国で事業活動をおこなう事業者（個人または団体）より構成される
が，彼らが属する加盟国はすくなくとも２カ国以上でなければならないこと，
また，③EU加盟国以外の国の事業者が，EEIGに加入することはできないと
されるが，外国企業がEU加盟国内に有する子会社の参加については積極的に
解釈すべきだというのが一般的な考え方といえる。更に，④EEIGは500人以
上の従業員を雇用することを制限されていること，これらに加え，⑤当該構成
員の責任は無限責任とされていること等が特質である（＊29）。         
　一方，EEIGという会社形態を適用する上での問題点は何であろうか。上記
①で述べたように，EEIGは非営利性の組織として，同規則上その形態を位置
付けられているが，組織の構成については各加盟国との間で調整を必要とする
いくつかの点に注目しなければならない。すなわち，①EEIGは，同規則上，
原則として法人格を有する組織かどうか明記していない（各加盟国の国内法に
委ねる）が，その一方で，同規則第１条（３）はEEIGの国内での登録にあたり，
各加盟国が法人格を付与するかどうかを決定することを許している。EU法制
における“規則の性格”から考えると，このことは一見矛盾していると考えら
れるが，加盟国の一部，特にイタリアでは法人格を有する組織はその構成員と
は別個に課税の義務があるとされているため，EU法制と各加盟国の国内法と
の法的安定性を保つ必要があるという点がその理由であると指摘されている。
次に，②EEIGの構成員の資格はどのように決定されるのであろうか。同規則
第４条によれば，EEIGの構成員は各加盟国の国内法に規定される会社，その
他の人格を有する団体および個人（自然人）とされているが，必ずしも人格を
有するものに限定されず，行為能力をもつ組織（例えば，英国のパートナーシッ
プ）も含まれるとされる。更に，③上述したEU加盟国以外の事業者がEEIG
へ加入する問題もその解釈・適用は単純ではない。確かに，外国事業者の子会
社がEEIGへ加入することは，それらの子会社が，EU域内の加盟国に当該子
会社の本社または主要なる事務所を有していれば構成員としての規定の上で形
式的には適格性があると判断され得るが，一方では，形式的な本社・主要事
務所の存在ではなく，当該加盟国で“実質的な経済活動（＊30）”がおこなわれ
ることが必要であると解釈されている。また，④EEIGの成立には，EEIGの
構成員となる当事者間で契約が締結され，かつ当局に当該契約を登録する義
務が規定されている（同規則１条）。この場合，契約に含まれるべき重要な項
目として，組織の事業目的がある。上述したように，EEIG自体は営利を目的
とすることはできないが，その活動は当該EEIGの構成員の経済活動を容易に
し，発展させることにあるとされる（＊31）。その他，従業員の経営への関与も         
EEIGの議論において考慮すべき問題となる。EEIGは，各加盟国の枠を超え
る組織であるため，従業員の経営への関与を一定程度認めているドイツ等から
EEIGの従業員による経営参加について何らかの対策をとるべきではないかと
の指摘もある。
　上述した問題点に関して，どのような対策がとられているのであろうか。結
論から言えば，二つの“歯止め”がかけられている。すなわち，第一には，組
織の規模という点において，EEIG１企業あたりの被雇用者の人数が500人を
超えないこととされ，比較的小規模の企業への適用を想定していることであ
る。第二の点として，EEIGの登録は，当該組織の中枢管理（Central Admin-
istration）機能（＊32）が設置されているＥＵ加盟国において登録義務があると
されることである。ただ，中枢管理の機能や活動とは具体的にどのようなこと
を意味するのかについては議論がある（＊33）。
　一方，EEIGの特徴としてボビス教授も以下の点を指摘している。すなわち，
①EEIGの事業目的は，その構成員の事業活動を容易にし，発展させるもので
あり，事業活動そのものは当該構成員が主体となるものであり，EEIG自体は
その補助的な役割（ancillary role）を果たすにすぎないものであるとされて
いる。ただ，この“補助的な役割”という意味は多義的であり，EEIGの活用
に問題を投げかけることにもなろう。②EEIGは持株会社としての機能をも
つことはできないとされる。EEIG規則第3条2項はEEIGによる一定の活動
領域への参加に対して，一定の制約を規定している。例えば，EEIGが当該構
成員または他の企業に対する管理・監督を直接的，又は間接的に及ぼしては
ならないとしていること，またはその構成員の企業の株式を所有してはなら
ないとしていることである。持株会社の機能を有していないことは，企業活
動の上では，Cross-borderの事業展開が進んでいる欧州の現状を考慮すれば，
一定の制約要因と考えられよう。更に，③融資や財産の移転に関してEEIG
を利用することの禁止が定められている点も企業形態の活用上問題を残して
いるといえる。          
㧔㧞㧕㪜㪧㪚ߣ޿߁᭎ᔨ
　一方，欧州の会社法専門家グループによるHLGレポートは，EU共通の会
社形態として，新しい構想であるEPCの考え方を次のように説明している（＊34）。
すなわち，EPCの組織概念は，1998年，パリ商工会議所およびフランス事業
連盟（MEDEF）による“European Private Company or Societas Privata
Europaea）”についての提案を起点とするものであるが，EPCの法的枠組み
自体はEU加盟数カ国の会社法専門家達により起草されたものとされている。
この構想に対しては，欧州経営者連盟（UNICE）および欧州商業会議所（EU-
ROCHAMBER）も支持を表明している。EPCの会社形態は，当初，ＥＵ各加
盟国における非公開会社やEUレベルでの欧州会社を補完するものとして位置
付けられてきた。同提案を受け，欧州経済社会委員会（European Economic
and Social Committee）は，2002年３月，小規模企業に相応しい会社形態の
法制についての意見書を採択し，その中でEPCの創設を推し進める姿勢を
強く打ち出したのである。欧州委員会がおこなった意見聴取（Consultative
Documentsを公表する形で実施された）の過程でも，回答アンケートに応じ
た多くの関係者のコメントとして，欧州市場においては，大企業には欧州会社
という会社形態が既に与えられている状況を考慮すれば，これら大企業との公
正かつ公平な競争の場を中小規模企業にも提供することはEUの義務であると
し，これら企業に相応しい会社形態を制度化して欲しいとの主張が強く展開
されてきた。特に，2004年５月に実施されたEU拡大に伴い，EU域内市場で
の事業展開の拡大を志向する中小規模企業にとりEPCの制度化は一層重要に
なってくるものと思われている（＊35）。　
　HLGレポートは，EPCの枠組みを以下の様に纏めている。すなわち，EPC
の基本的な枠組みは“契約による自由な形態”に基づくものであるとしたう
えで，契約による自由な形態の具体的な考え方は，EPC提案に示されている。
同提案によれば，EPCの骨格は，株主の権利に関して，EPCの株主の合意に
より，統治機構のあり方・株主の権利義務関係および経営情報へのアクセス，         
株主の退出や除名等を自由かつ容易におこなえるような会社形態を構築するこ
とにある（これらの考え方は“定款自治”に立脚しているといえる）としてい
る。更に，提案されているEPCは社債や無記名株式等を発行しえないものと
している。同レポートは，EPC活用の利点として，このような“契約による
自由な形態”が重要なものであるとしている。その理由としては，上述したよ
うに，欧州会社は，当事者にとって裁量の余地が少ないことが活用上の問題で
あり，とくに中小規模の企業や閉鎖的な企業にとって，組織再編や合弁会社設
立等をおこなう上で，自由度と選択の余地が多いEPCに関心が集まることは
当然であるとしている。
　更に，会社法第10次指令案（＊36）の考え方を引き継いだ国境を越える企業
合併についての指令（Directive 2005/56/EC）が採択された現段階においては，
企業の本社を一方のEU加盟国から他のEU加盟国に移転するとした場合，欧
州会社形態とともにEPCの会社形態を活用することが，残された可能な選択
肢（EPC自体は，制度上は，このような合併や移転を容易にする目的のため
にのみ構築されているわけではないが）といえる。
　EPC構想に関しての最近の動きについては，2007年7月，欧州議会は欧州
委員会に対しEPCに関する統一提案を纏めることを要求する決議を採択した。
これを受けて，2008年3月10日，欧州委員会はEPC構想を取り纏めた公式提
案の最終取扱について，加盟国代表，実業界，行政当局，研究者等を招いて
会合を開催した。同提案はEPC構想の母体をSPE（Societas Privata Euro-
paea）と呼称している－上述したように実質的にはEPCと同義である。そし
て同年6月25日同提案は欧州議会に提示された。同委員会は，将来的に“規則”
による法制を目指すアクションをとったことになる（＊37）。
　しかしながら，EPC提案に対しては，多くの異論も提出されている。その
要点を整理すると以下のようになる。
①　第一は概論的な意見であるが，現在の EUの企業を取り巻く環境において，
中小規模企業や閉鎖的企業が彼ら自身に相応しい会社形態を強く要請して         
いるとは考えられないという指摘である。換言すれば，各加盟国の非公開
会社の法制をより柔軟に適用することをまず優先的に検討すべきであると
するもので，現在作業が進む各加盟国会社法の調整作業の促進を求める理
由ともなっている（逆に言えば，同調整作業が進んでいない状況下で欧州
会社や EPCの議論が起こっているのが現状であるが）。
②　また別の視点からは，従業員への情報提供・協議および経営への関与に関
する問題がある。EPC提案は，従業員への情報提供・経営への参加に関
するルールは，EPCの本社登録地国に適用されるルールを適用すべきと
の考えであり，欧州会社の考え方と原則的に同じである。
③　一方 EEIGに対するものと同様に，国別情報提供および協議に関する指
令（NIC指令（＊ 38））の適用を巧妙に避けることを意図するものだとの批
判が一部加盟国，特にドイツ等から出されている。したがって，このよう
な批判をかわすために，EEIGに導入されているように，EPC１社あた
りの被雇用者の人数を一定規模（＊ 39）に抑えるべきではないかとの意見も
ある。HLGレポート検討チームの多数のメンバーは，NIC指令は EU各
加盟国間の合意であり，同指令の適用に対する経過的かつ段階的な適用も
時間の経過とともに解消することを考えれば，被雇用者の人数制限策の導
入は EPCの効用を減少させることになるとの危惧を表明している。この
点，今後の議論展開に注目したい。更に，より根源的な問題点にも触れな
ければならない。
④　加盟国の国内法との関係である。HLGレポートによれば，EPC提案の考
え方は，EPCは EPC規則および（同規則が授権することを認めている場
合）定款の規定により統治されるべきとするものである。この考え方は，
各加盟国の法律との調和を重視する欧州会社の概念とは異なるものであ
る。勿論，税法，刑事法，破産法等に関する事項は，各加盟国のこれら法
規の一般規定に服することは当然ではあるが，EPCは，可能な限り“純
粋な”欧州企業を目指していると同レポートは位置付けている。         
⑤　しかしながら，会社法の規定もまた，私法の一般的な原則から影響を受け
ていることは当然である。EU各加盟国の会社法およびこれらの関連法制
は，各加盟国独自の私法に関する一般原則の土台の上に構築されてきたも
のと考えられる。例えば，法律行為の概念，取締役の忠実義務，権限の委
任等の考え方は会社法だけに適用される独自の概念だけではなく，私法の
原則との統一性・整合性が求められることになるものと云える。EPC規
則の具体的な内容をまとめることは難しい作業になるものと思われる。
㧔㧟㧕᰷Ꮊᆔຬળㅢ㆐ߩᗧ๧
　EU委員会は，上述してきたHLGレポートが指摘するポイントにつき，以
下の様な形で対応してきた。①EU内の中小規模企業または閉鎖的企業にとり
相応しい会社形態についてのニーズは，EU統一市場の深化とともに増大しつ
つある。確かに，欧州会社の概念は，これらのニーズに対するひとつの回答で
はあるが，設立要件の煩わしさ，設立費用の高額化，労使協議制の採用等の理
由から，中小規模企業や閉鎖的企業の要求を必ずしも満足させるものとは言え
ないとの認識で対処しなければならないこと，②上記認識にもとづいて，優先
的にとるべき方策としては，国境を越える企業合併に関する会社法第10次指
令（この点については2005年に新指令Directive2005/56/ECが制定された）お
よび加盟国間での企業本社の移転についての同第14次指令の新提案を早期に
（同委員会が設定するshort term（＊40）の期間内に）欧州議会に提出すること，
ただ，新提案は欧州会社が従来直面してきたことと同様に２つの重要な問題点
（統治機構の構造および従業員の経営参加の問題）をどういう形で解決してい
くのかという難問を抱えている。③しかしながら，EPCの提案を，上記の会
社法指令案の成立まで凍結してしまうことは（現時点で成立の目途は立ってい
ない），中小規模企業および閉鎖的企業の要請に応えることにはならない。
　このような状況を睨みつつ，欧州委員会は，欧州議会への提案提出に先
立って，EPCの活用についての実行性調査（Feasibility Study）を実施した
（short termの期間内に）。当該調査の目的は，中小規模企業や閉鎖的企業によ         
るCross borderの事業活動を促進するために必要とされる会社形態がどのよ
うな効用をもたらすのか，更にEPCの導入により如何なる問題が生じるのか
という点を評価するためである。そして，これらの調査により，利害関係者か
らおおむね肯定的な反応が得られたとの判断により，予定されていたmedium
term（＊41）の期間内に，EPC規則の公式提案を提出することに踏み切ったの
である。
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　EEIGおよびEPCともこれらが対象としている企業が，中小規模企業を想
定したものであることは上述してきた分析からも明らかである。また，その適
用上の問題点については，既に指摘したところであるが，EPCの考え方には，
EEIGを中小規模企業・閉鎖的企業へ適用する場合の幾つかの問題点をどのよ
うにすれば（EPCとしては）克服できるのかという視点が含まれているとみ
ることができる。以下に，主要な相違点を整理してみよう。
①　事業目的
EEIGの目的は非営利性にある。一方，EPCは，営利性を有する組織体と
して構成されることが前提となっている。このことは，欧州会社の場合と同
様，EPCが有限責任会社として活用されることを前提として想定されてい
るものと考えることができる。
②　組織と構成員との関係
EEIGの構成員については，第三者に対する責任は直接無限責任であるとさ
れており，人的要素の強い組織といえる。一方，EPCは，原則として有限責
任会社の形態による構成を前提とするものであり（上述した一定の制約（＊42）
は存在しているが），構成員は EPCに対して責任（株式会社の場合は株主
有限責任の範囲で）を有していることになる。         
③　機関の機能
EEIGは，その組織上の特質として構成員自身が組織の主たる機能を担うこ
とになり，構成員から別個独立した執行機関を設置する意味はあまりないと
考えられる（43）。一方，EPCは，執行機関をもつことは当然必要とされるが，
とくに合弁会社等の閉鎖的な企業においては，出資している親会社である主
要株主の意向が反映しやすい構成をとることが多い。具体的には，主要株主
（親会社）が役員等を設立契約上派遣する権利を留保している。
④　従業員の経営関与
EEIGは，被雇用者数が限定されており（EEIG１社あたり 500 人を超さな
い），EPCの場合にも，この点は大きな論点となる。
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　上記（１）で示してきたように，中小規模企業や閉鎖的企業にとり，EPC
活用の優位性（欧州会社およびEEIGに比較して）は明白であると結論づける
ことができると考えられる。EU各加盟国の研究者により構成されるPrivate
　Initiative of Businessは次のように説明している（＊44）。“EEIGは，（中）
小規模企業が抱える問題に部分的な解決策しか提供することができない。何故
ならば，EEIGの活動は，その構成員の活動継続のためであり，これらの構成
員が無限責任を負っている企業形態である。”要は，EEIGが“独立した企業体”
として活動する上で（EPCと比較して）多くの問題が残されていると指摘し
ているのである。そうであるとすれば，EPCは，会社形態として具体的にど
のような状況でどう活用され得るのか，また，その場合のメリットとは何かを
検討してみる必要がある。
　例えば，中小規模の閉鎖的企業である其企業が，EU域内のA国の事業とB
国の事業を統合再編する場合を想定してみよう（A国・B国の企業とも中小規
模かつ閉鎖的企業の場合）。以下の３つの方式が考えられる。すなわち，①A
国の企業とB国の企業を合併させる方式がある。この場合，A国の企業を存続
会社として存続させ，B国の企業を吸収して解散させる場合，またはA国，B         
国双方の企業を解散し，A国，B国のどちらかに合併会社を新設する（A国お
よびB国の企業とも解散する）場合が考えられる。また，②B国の企業の事
業をA国の企業へ事業譲渡し，その後，債権債務関係を整理した上でB国の
企業を解散させる方式も考えられる。更に，③A国，B国またはその他EU域
内の第三国に持株会社を設立して，同持株会社にA国，B国双方の企業の株
式を所有させ，子会社化する方式等が想定される。この場合，上記のDirec-
tive2005/56/ECの適用を考慮することとなるが，同Directiveの対象が株式会
社であるという点を留意しておく必要がある（＊45）。一方，これらの方式によ
る場合，A国およびB国の国内法を適用することには現状では複雑な問題が生
ずる（＊46）といえる。このような事態を回避するひとつの方策として，上記③
による持株会社の設立により欧州会社の形態を選択することも可能となる。確
かに，欧州会社を持株会社として設立する方法は，A，B両国における国内法
上の煩雑な手続きを踏むことなく進められる利点はあるが，一方では，すでに
述べてきたように欧州会社が，その組織運営の上で，“柔軟性”や“自由度”
が欠けている点が問題となり得る。企業，特に小規模企業にとり（大規模企業
に比較して）機敏な事業経営は最も重要な要素であり，それに相応しい会社形
態が望ましいと考えられる。上述してきた企業再編が行なわれる場合には，各
EU加盟国で非公開会社とされてきた企業が，当該再編後，公開会社としての
特質（＊47）を有する欧州会社として位置付けられてしまうことになる。そうで
あるとすれば，当該企業の経営の機敏性をどのようにすれば確保することがで
きるのであろうか。ひとつの回答（選択肢）は当事者による私的自治，すなわ
ち定款による自治が企業の事業運営の中核に据えられる会社形態を模索・検討
することが重要なポイントになろう。上述してきたことが示しているように，
EPCはそれらのメリットを十分に発揮することができる会社形態として重要
な選択肢になってくるのである。         
㧡ޓ⚿߮ߦઍ߃ߡ
　冒頭の「はじめに」で述べたように，欧州企業の事業活動はEU各加盟国の
国境を越えて展開されている。EUの理念でもある“自由で統一された単一市
場”達成の要請，すなわち“共同体実現”の目標から考えれば，これらは当然
の動きであるといえる。また，このような共同体実現の動きを制度的に支えて
いるのは一連のEU政策であると理解されているが，その法的根拠はEU法制
に求められるものとなる。EU法制はこの要請にどこまで，どのように応えて
きたのであろうか。
　現実には，国境を越えて事業活動をおこなうことは事業の継続・発展の上で
避けられないとする企業論理とこれら企業に対する権益を維持することを望む
（当該企業の本拠所在地国の）加盟国政府の利害が複雑に錯綜している。しか
しながら，“EU経済の実態は個別の企業が国境を越えた経済活動を展開する
中で作り上げられるものであり，（共同体実現の）政策的枠組はそのような国
境を超える経済活動を促進するという意味合いをもっている（＊48）”。EUの原
点であるEEC等の共同体創設に係るローマ条約は，関税同盟，農業および運
輸の３つの分野で共同体の共通政策を実施し，かつ追求してきた。しかし，共
同体を“物”だけではなく，人，資本，サービス等が自由かつ障壁のない形で
移動し得る単一市場を達成することはEUの理念でもある。1987年の単一欧州
議定書はこれらの要請を受け，共通政策の枠を拡大したのである。一方，EU
会社法制の整備もまた共同体を実現するための共通政策に基づく制度的な仕組
みとして進められているといえる（＊49）。
　これらの要請に対する法的アプローチは２つの方向からおこなわれている。
すなわち，ひとつの方向はEU各加盟国の法制の調整を通しておこなうもの，
また，別の方向としては欧州（EU）レベルでの制度的基盤（共通企業形態）
の創出によるものの両者である。しかし，重要なポイントは，これらの動きは
決して相反するものではないという点である。本稿で論述してきたように，現
段階で進められていることは，欧州（EU）レベルでの受け皿としての共通企           
業形態の整備とこれらの受け皿を実際に動かす上での加盟国の法制の活用とい
う方法である。具体的にいえば，欧州会社規則は一元的に欧州会社の要件・運
営方法を規定するのではなく，むしろ欧州会社の本社所属地国の法制にかなり
の部分を委ねているといえる（この点は，上述したように“規則”という法形
態からは矛盾しているともみえるが）。このような柔軟なEU法制の適用が各
加盟国との利害衝突を緩和してきたといえる。
　もうひとつの重要な側面は，欧州における国境を越える企業活動は大規模企
業だけに留まることなく，中小規模企業や閉鎖的企業にも及んでいるという点
である。そもそも，EUのゴールである共同体市場の実現という概念は，一部
の大規模企業だけが国境を越える事業活動を展開することを想定しているわけ
ではない。全ての企業や個人の経済活動が国境という枠に規制されることなく
行動できる場を築きあげることを保障しようとしているのである。また，中小
規模企業等の事業活動もそれを現実の姿として写しているといえる。
　HLGレポートに基づく欧州委員会提案は，これらの現実を反映する内容と
考えられる。問題は，中小規模企業や閉鎖的企業にとっての企業形態として，
何が最も求められるべき（特に大規模企業と比較して）要素なのかという点で
ある。この点については，幾つかの視点から考察する必要がある。まず，第一
に法による過度な干渉の排除であろう。換言すれば，契約による自由の確保と
いえる。利害関係者の比較的少ない中小規模企業や閉鎖的企業の統治は，大規
模企業とは相当程度異なるものとならざるを得ないし，規制のあり方も当然異
なってくるといえる。第二に，社会にとってのインパクトをどう評価するかと
いう点である。EEIGやEPCに対する批判は，これらの企業形態が従業員の
経営への参加（関与）を避ける“工夫”の中から考え出されたものであるとの
批判である。これらの議論は的を得たものといえるのであろうか。確かに，従
業員数の上限を設定する具体的かつ合理的根拠を見出すことは難しい。ただ，
EPCが求められた背景を考慮するならば（迅速かつ機敏な経営の要請），これ
らの制限も受け入れられる余地は十分にあるといえる。更に，見逃してならな           
いことは労使協議制との関係である。たとえば，国別情報提供および協議に関
する指令（The National Information and Consultation Directive( Directive
2002/14））は従業員への情報提供および協議に関し，EU域内での最低基準の
枠組みを設定する指令であるが，情報提供・協議の制度を有していない企業の
現状を考慮し，その適用の範囲を段階的に拡大してきている（2008年4月には
50人以上の従業員を有する全て企業が対象となった（＊50））。今後，EPCに適
用される場合に，中小規模企業や閉鎖的企業にどのように受け入れられていく
のか見守る必要があろう。
ᵈ
１　ここで呼称している閉鎖的企業とは“閉鎖会社”や“非公開会社”として法制上定義され
る企業形態に限定されず，合弁会社等の株主や設立当事者が限定され，当該企業の株式の譲
渡が禁止または制約されている会社の企業形態を広義に指して呼称している。
２　三浦哲男『日系欧州企業の事業活動に関する法的問題：第７回　事業活動に相応しい会社
形態』国際商事法務Vol.33,No.12(2005)参照方。
３　Report of the High Level Group of Company Law Experts on a Modern Regulatory
Framework for Company Law in Europe，( Brussels, 4 November 2002): Chairman：
Jaap WINTER－本稿では“HLGレポート”と呼称している－113頁では“SMEｓ”と記
載されているが，本稿ではこれを“中小規模企業”と称して使用している。
４　欧州会社概念の創出初期の動きについては，森本滋『EC会社法の形成と展開』（商事法
務研究会 /初版第一刷 /1984），特に第一章第三節“ヨーロッパ株式会社”に詳しく説明され
ている。同節の結語の部分にも，「近い将来において，ヨーロッパ株式会社が成立する見込
みはない。」と当時の観測を述べておられる。事実，欧州会社規則が成立するまでに1970年
の提案から実に30年以上の時間を経たことになる。
５　欧州会社構想は，1970年の欧州株式会社法第一次草案が最初の法制としての提案であり，
2000年12月のニースにおけるEU首脳会議で基本合意に達した後，ようやく法制化された。
従業員の経営参加に関する事項は，同法制の最大のボトル・ネックであったが，欧州会社
法制としては欧州会社規則および同会社従業員の経営参加に関する指令（Directive2001/86）
とが包括される形で同時に施行された。なお，この点については，三浦哲男 /ジェームス・
キリック『日系欧州企業の事業活動に関する法的問題：第二回　従業員の経営への関与』国
際商事法務　Vol.33，No.7（2005）968-970頁を参照方。
６　実質的には，国境を越える企業合併についての新しい指令Directive 2005/56/ECが成立し
たことにより法制上の整備が整ったといえる。なお，同指令は，会社法第10次指令案を発
展させたものと考えられている。この点については，拙稿『国境を越える企業合併。その法
的問題点－欧州会社法制の最前線を探る－』富大経済論集第53巻第１号51－76頁参照方。           
７　Gore-Browne on EU Company Law (Update 29) Chapter 9“European Company Stat-
ute and Cross-Border Mergers”の Introductionの部分参照方。
８　Council Regulation（EC）No. 2157/2001 Article9.1参照方。
９　HLGレポートによれば，欧州会社は欧州の産業界，特に欧州企業の中において大きな部
分を占めているSMEｓ（Small and Medium size Enterprizes）の期待に応えていないと
説明されている。（HLGレポート113頁参照方）
10　Council Regulation（EC）2157/2001のTitle Ⅱ「Formation」に欧州会社の設立に関す
る規定がある。具体的には，第17条以下（合併による場合），第32条以下（持株会社の設立
による場合），第35条以下（子会社の設立による場合）および第37条（組織変更による場合）
となっている。
11　本注１を参照方。
12　ここで使用している“公開会社”は株式譲渡の制限のない（一部または全部の株式につい
て）会社という意味ではなく，上場企業等株式の流通が自由の企業全般を指している。
13　Council Directive 2001/86/EC of supplementing the statute for a European Company
with regard to the involvement of employees
14　HLGレポート115－116頁参照方。
15　一層制・二層制という訳語も用いられているが，本稿では一元制・二元制とした。なお，
一元制の取締役会は，執行取締役および非執行取締役から構成されるが，特に重要事項とさ
れる取締役の指名，報酬および監査については取締役会の組織として委員会が設置される。
16　ドイツ以外にもオランダ，北欧諸国も共同決定制をベースとする同じ方式を採用している。
17　例えば，監査役会における従業員側代表の監査役は，対象企業のドイツ国内の従業員から
選出される。本論点については，正井章作『ドイツの共同決定制度に関する最近の動向－そ
の実態と批判について－』国際商事法務　Vol.33，No.1 (2005）38頁参照方。
18　三浦哲男『日系欧州企業の事業活動に関する法的問題　第６回　経営組織のあり方と役員
報酬』国際商事法務Vol.33，No.11(2005）の特にⅡ「取締役の役割と責務　1　統治機構の
違い―英国型とドイツ型」の部分参照方。
19　指令案の最新教書は1988年に出されているが，現在，依然として承認されていない。な
お，同指令案の現状については，Janet Dine/Paul Hughes『EC COMPANY LAW』（Jordan
Publishing Ltd./Update 12&13）PartⅩ「Proposed and Draft Directives,Chapter 24 Pro-
posal forａFifth Directive」の部分に詳しく説明されている。
20　三浦哲男 /ジェームス・キリック『欧州日系企業の事業活動における法的問題－（第２回）
従業員の経営への関与』国際商事法務　Vol.33，No.7（2005）969頁参照方。
21　Christopher Bovis『Business Law in the European Union』(Sweet and Maxwell
Ltd./1997)
22　上記『Business Law in the European Union』Chapter 2“ The Societas Europea”の
項（23頁）参照方。
23　同上Chapter 2“ The European Economic Interest Grouping as a vehicle of doing busi-
ness in the Common Market“の項参照方。
24　上記『Gore-Browne on EU Company Law』（Update 28）Chapter 7“The EEIG”によれば，
フランスにおいて，Groupement d’ Interet Economiqueは1967年9月の政令（Ordonnance           
　No.67-821）により，企業間の協力を補助する目的で導入された。
25　上記『Business Law in the European Union』Chapter 2“ The Societas Europea”24
頁参照方。
26　同上23頁参照方。
27　Janet Dine/Paul Hughes『EC COMPANY LAW』Update12 Chapter7 The EEIG７【１】
の部分を参照方。
28　EEIG規則は，規則という法令形態を採っているが，同規則第1条（3）により，EEIGの
登録に際して，各加盟国が法人格を与えるかどうかを決定することを認めている。その結果，
イタリアでは法人格を有する組織は課税されることから（構成員への課税とは別個に），そ
れを避けるためにEEIGに対しては法人格を付与しないことしている。
29　これらの点については，三浦哲男『日系欧州企業の事業活動に関する法的問題　第7回　
事業活動に相応しい会社形態』国際商事法務Vol.33, No.12（2005）のⅢ“すでに存在する
企業形態“EEIG”の活用“の部分参照方。
30　外国企業がEEIGの構成員になる為の条件は相当厳しいといえる。例えば，外国企業が，
EU域外の地域でおこなっている事業とは異なる事業をEU域内で展開し，当該事業を担当
するEU域内の子会社がEEIGの構成員となれるのかという点については“実質的な経済活
動”の解釈は微妙なものとなる。この点については，Janet Dine/Paul Hughes『EC Com-
pany Law』Update 12，Chapter 7 The EEIG 7【９】参照方。
31　EEIG規則第３条１項参照方。
32　この議論は，①EEIGの登録はEU域内で行なわなければならない。②少なくとも構成員
の2社（者）の主要な活動（principal activity）はEU域内で為されなければならないとい
う点にある。EEIG規則第４条参照方。
33　EEIG規則第12条参照方。
34　HLGレポートChapterⅦ The European Private Company 1. A new legal form comple-
mentary to the Societas Europaea(SE)の項目（113-116頁）を参照願いたい。
35　HLGレポートによれば，中小規模の企業にとって，EUの加盟国ごとに子会社を設立・
運営するコストを如何に低減するかは極めて重要な課題である。EUの27カ国への拡大は，
その重要性をさらに増すことになる。その意味で，EPCの早期の創設は，このような期待
に応えることになる。
36　Proposal forａ Tenth Council Directive,COM (84) 727（final）
37　Gore-Browne on EU Company Law (Update 29) Chapter 9 European Company Statute
and Cross-Border Mergers 9( 24)-(28)参照方。
38　The National Information and Consultation Directive（Directive 2002/14）
39　EEIGの場合，1社あたりの従業員数は500人を超えてはならないと規定されている。－
EEIG規則第3条（２）参照方。
40　2003年５月21日付EU委員会通知“ＥＵにおける会社法の現代化とコーポレート・ガバ
ナンスの高揚－前進のための計画”で決められた行動計画（List of Action）は，緊急度に
応じて，short term（2003－2005），medium term（2006－2008）および long term（2009
以降）に分類して実施（導入）時期を明示している。
41　上記40で示された導入時期ではmedium termとされているが，より早期に実施すべきと           
の声もあった。
42　本文３（２）④参照方。
43　EEIGにはManagerという機関が置かれている。EEIG規則第19条は，EEIG設立契約に
別段の定めがなければ，構成員全員の合意をもって任命・罷免および権限の範囲を決定でき
るとする。従って，設立契約または構成員の意志でManagerにEEIGを代表させる権限を
与えることも規定上は可能となる。この場合，Managerは執行機関といえる。ただ，EEIG
自体の組織上の地位は，構成員の活動を援助もしくは補佐するというというものであり，か
つ構成員が直接かつ無限に責任を負う仕組みを前提に考えれば“執行機関”という位置づけ
は必ずしも妥当であるとは考えられない。
44　HLGレポート113頁参照方。
45　Directive 2005/56/EC第２－１）条のDefinitionsの規定参照方（Limited Liability Com-
panies同士の企業合併を対象としている）。一方，会社法第10次指令案は，第１条で同指令
案が適用対象とする会社を各加盟国別に規定していた。
46　例えば，本文4（2）に挙げられているB国の会社の事業をA国の会社へ事業譲渡し，その後，
B国の会社の債権債務関係を整理した上でB国の会社を解散させる方式の場合，事業の譲渡
により発生する譲渡益（損）の評価，暖簾に関する評価，およびこれらの発生損益に対する
課税についてはどちらの国の法律が適用されるのか等の問題がある。
47　本文２（２）で示したように，欧州会社が①合併，②持株会社設立，③子会社設立の方式
で創設された場合は，当該会社の本社登録地国の会社法に基づく公開（株式）会社となる。
－欧州会社規則（Council Regulation（EC）No.2157/2001）第３条参照方。
48　島野卓爾・岡村尭・田中俊郎『EU入門』（有斐閣 /初版第５刷 /2004）179頁参照方。
49　単一欧州議定書における共通政策の領域拡大については，上記『EU入門』187頁に説明
がある。
50　三浦哲男 /ジェームス・キリック『欧州日系企業の事業活動に関する法的問題点―第2回
　従業員の経営への関与』国際商事法務Vol.33,No.7(2005）968頁参照方。
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